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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期連結
累計期間

第59期
第２四半期連結

累計期間
第58期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （千円） 8,191,289 6,947,448 18,576,923

経常利益 （千円） 200,894 303,819 653,253

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 128,956 181,656 442,488

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 152,984 216,015 490,926

純資産額 （千円） 4,745,691 5,163,923 5,027,953

総資産額 （千円） 12,981,977 13,087,896 13,973,570

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 26.22 37.84 90.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.6 39.2 36.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △236,283 △469,794 1,014,707

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 114,907 △74,633 △71,629

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △196,074 △229,011 △576,272

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 907,528 818,343 1,591,783

 

回次
第58期

第２四半期連結
会計期間

第59期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自2020年７月１日
至2020年９月30日

自2021年７月１日
至2021年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.65 20.82

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除す

る自己株式に株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を含めております。

４．当社は、2020年７月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ったため、１株当たり四半期

（当期）純利益金額については、第58期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等

を適用しており、これに伴い、当第２四半期連結累計期間における売上高は、前第２四半期連結累計期間と比較して

大きく減少しております。そのため、当第２四半期連結累計期間における経営成績に関する説明につきましては、前

第２四半期連結累計期間と比較しての増減額及び前年同四半期比（％）を記載せずに説明しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりでありま

す。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、度重なる緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の実施に伴

う景気の低迷など厳しい状況が続く中、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種率の増加や新規感染者数の減少

傾向などにより経済活動への期待が高まるものの、感染再拡大の懸念を払拭するには至らず、依然として景気の先

行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く経営環境におきましては、気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水害や切迫する

地震災害等に屈しない強靭な国土づくりを目標とした国の公共事業投資への方針は前年度と変わらず、2021年度の

公共事業投資予算も、前年度末に補正予算として決定された15兆円規模の「防災・減災、国土強靭化のための５か

年加速化対策」と合わせ、前年度予算を上回る額にて決定され、防災・減災、国土強靭化の推進やインフラ老朽化

対策を中心とした動きが活発になるものと予測しております。

　このような状況のもと、当社グループは、前年度より継続して国土強靭化に向けた防災・減災対策や道路・橋梁

等の各種インフラ老朽化対策に対する各地方自治体の動向に注視をより深めるとともに、社会資本の整備に向けた

具体策への情報収集に注力しております。また、2020年７月に人吉球磨地区を中心に熊本県南部で発生した豪雨災

害の復旧工事に対しましては、工事の進捗に合わせ必要とされるコンクリート二次製品の安定的な供給が与えられ

た責務であるとの認識のもと、タイムリーな対応に努めております。

　この結果、財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当第２四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ８億８千５百万円減少

の130億８千７百万円となりました。これは主に、現金及び預金が８億４千万円減少したことによるものであり

ます。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ10億２千１百万円減少の79億２千３百万円となりました。これ

は主に、支払手形及び買掛金が７億３千万円、未払法人税等が１億３百万円それぞれ減少したことによるもので

あります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ１億３千５百万円増加の51億６千３百万円となりました。こ

れは主に、利益剰余金が１億円、非支配株主持分が３千２百万円それぞれ増加したことによるものであります。

 

ｂ．経営成績

　当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は69億４千７百万円（前年同四半期は81億９千

１百万円）、営業利益は３億２百万円（前年同四半期は２億３百万円）、経常利益は３億３百万円（前年同四半

期は２億円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億８千１百万円（前年同四半期は１億２千８百万円）と

なりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①土木用セメント製品事業

　当第２四半期連結累計期間における土木業界につきましては、気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水

害や切迫する地震災害等に屈しない強靭な国土づくりを目標とした国の公共事業投資の方針は前年度と変わら

ず、防災・減災、国土強靭化の推進やインフラ老朽化対策を中心とした動きが活発になるものと予測しておりま

す。
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　このような状況の中、2020年７月に人吉球磨地区を中心に熊本県南部で発生した豪雨災害にて被災した地域の

復旧に向けて、これから本番を迎える工事に必要とされるコンクリート二次製品の供給を最優先するとともに、

国の方針に沿った社会資本整備の具体的な動きにも対応し、また、継続的なテーマである大型コンクリート構造

物のプレキャスト化への推進につきましても、自社開発した製品や工法のアピールに基づく普及拡大を目的に、

継続的かつ意欲的な営業活動の推進に努めております。

　この結果、売上高は55億５千５百万円（前年同四半期は63億８千５百万円）、営業利益は５億５千５百万円

（前年同四半期は３億９千７百万円）となりました。

　なお、当社グループの土木用セメント製品事業は、公共事業の発注と関連性があり、主として下半期（第３四

半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第

２四半期連結会計期間の売上高は、他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

 

②建築用セメント製品事業

　当第２四半期連結累計期間における建築業界につきましては、新型コロナウイルス感染拡大の長期化による社

会活動の抑制により、既受注物件の着工先送りなど、民間需要の動きについて更なる注視が求められる状況と

なっております。

　このような状況の中、新型コロナウイルスの感染拡大による民間需要への影響は避けられないものと受け止

め、工事案件への慎重な対応を心掛けながら、幅広い情報収集活動並びに新規市場の開拓や未着手分野の新製品

への取り組み等で受注を確保し、工場生産量の平準化を目指しております。加えて、人手不足や工期短縮に対応

できる建築用コンクリート二次製品の利点についてもアピールを重ね、安定的な受注確保に繋げる営業活動に努

めております。

　この結果、売上高は10億６千４百万円（前年同四半期は15億７千７百万円）、営業利益は１億１千１百万円

（前年同四半期は１億７千４百万円）となりました。

 

③その他の事業

　不動産関連事業におきましては、従来から集客拠点として活用している総合住宅展示場に加え、生活のイメー

ジがつかみやすいリアルサイズの展示場として、販売用の土地区画内に一定期間展示した後でそのまま販売する

「マチカドモデルハウス」の展開を始めました。また、ＳＮＳ等を利用して情報を発信することで顧客との接遇

の機会を増大させるとともに、住宅業界の今後を見据えた「高性能（ＺＥＨ）住宅」の販売によりアッパーミド

ル層の顧客獲得にチャレンジするなど、自社ブランド「さらりの家」の受注活動に注力しております。

　この結果、売上高は３億２千７百万円（前年同四半期は２億２千８百万円）、営業損益は１千７百万円の損失

（前年同四半期は３千５百万円の損失）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の

減少による収入などの増加要因もあった一方で、仕入債務の減少や棚卸資産の増加、長期借入金の返済による支出

などの減少要因により、前連結会計年度末に比べ７億７千３百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には８億

１千８百万円（前年同四半期末は９億７百万円）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、４億６千９百万円（前年同四半期は２億３千６百万円の支出）となりました。

これは主に、売上債権の減少が６億７千４百万円あった一方で、仕入債務の減少が７億３千万円、棚卸資産の増加

が４億８千２百万円あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、７千４百万円（前年同四半期は１億１千４百万円の収入）となりました。これ

は主に、定期預金の減少が６千７百万円あった一方で、有形固定資産の取得による支出が１億８千６百万円あった

ことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、２億２千９百万円（前年同四半期は１億９千６百万円の支出）となりました。

これは主に、長期借入れによる収入が２億円あった一方で、長期借入金の返済による支出が３億２千万円、配当金

の支払額が９千８百万円あったことによるものであります。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２千３百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変化は

みられません。

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投資

を目的とした資金需要は、設備投資によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、短期運

転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入、設備投資や長期運転資金は金融機関からの長期借入を基本として

おります。

　なお、当第２四半期連結会計期間における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は20億９千６百万円と

なっております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,000,000

計 23,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,790,000 5,790,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 5,790,000 5,790,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2021年７月１日～
2021年９月30日

－ 5,790,000 － 1,752,040 － 142,286
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(5) 【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

茂森　潔 熊本県熊本市東区 381 7.69

平松　裕将 岡山県倉敷市 370 7.48

茂森　拓 熊本県熊本市中央区 205 4.15

伊藤忠丸紅住商テクノスチール株式
会社

東京都千代田区大手町1-6-1 200 4.04

宇部三菱セメント株式会社 東京都千代田区神田駿河台2-2 182 3.68

元村　寿吉 愛知県名古屋市東区 149 3.02

株式会社日本カストディ銀行（信託
Ｅ口）

東京都中央区晴海1-8-12 145 2.94

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 144 2.91

ヤマックス従業員持株会 熊本県熊本市中央区水前寺3-9-5 137 2.76

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町1-1 120 2.42

計 － 2,035 41.13

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）の所有株式数は、当社が導入した株式給付信託が所有する当社株式で

あります。

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 841,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,947,100 49,471 －

単元未満株式 普通株式 1,700 － －

発行済株式総数  5,790,000 － －

総株主の議決権  － 49,471 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託が保有する当社株式145,800株（議決権1,458

個）が含まれておりますが、当該株式については、議決権を行使しないものとします。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヤマックス
熊本市中央区水前寺３丁
目９番５号

841,200 － 841,200 14.52

計 － 841,200 － 841,200 14.52

（注）株式給付信託が保有する当社株式145,800株は、上記の自己株式には含まれておりません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社ヤマックス(E01212)

四半期報告書

 8/20



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,723,783 883,343

受取手形及び売掛金 3,765,028 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 3,291,157

商品及び製品 1,717,747 1,894,610

未成工事支出金 21,301 83,244

原材料及び貯蔵品 251,576 352,105

その他 99,683 157,575

貸倒引当金 △934 △656

流動資産合計 7,578,185 6,661,380

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,049,406 1,061,718

土地 3,478,545 3,434,573

その他（純額） 1,061,070 1,154,737

有形固定資産合計 5,589,022 5,651,029

無形固定資産 129,911 130,400

投資その他の資産   

投資有価証券 239,331 231,573

その他 501,783 478,139

貸倒引当金 △64,664 △64,626

投資その他の資産合計 676,450 645,085

固定資産合計 6,395,384 6,426,516

資産合計 13,973,570 13,087,896

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,957,962 4,227,183

短期借入金 1,522,198 1,440,116

未払法人税等 169,531 65,596

賞与引当金 212,809 172,484

役員賞与引当金 17,300 －

その他 688,695 700,129

流動負債合計 7,568,496 6,605,509

固定負債   

長期借入金 607,470 569,051

役員株式給付引当金 26,026 31,184

退職給付に係る負債 432,992 415,332

その他 310,631 302,895

固定負債合計 1,377,119 1,318,464

負債合計 8,945,616 7,923,973

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,752,040 1,752,040

資本剰余金 719,368 719,368

利益剰余金 2,881,972 2,982,021

自己株式 △327,688 △326,126

株主資本合計 5,025,692 5,127,303

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 73,650 67,545

退職給付に係る調整累計額 △68,990 △61,525

その他の包括利益累計額合計 4,660 6,019

非支配株主持分 △2,399 30,599

純資産合計 5,027,953 5,163,923

負債純資産合計 13,973,570 13,087,896
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 8,191,289 6,947,448

売上原価 6,534,419 5,268,885

売上総利益 1,656,870 1,678,562

販売費及び一般管理費 ※１ 1,453,846 ※１ 1,376,007

営業利益 203,023 302,554

営業外収益   

受取利息 68 60

受取配当金 4,501 4,078

受取賃貸料 10,691 11,232

受取保険金 287 1,005

貸倒引当金戻入額 872 317

その他 2,484 5,462

営業外収益合計 18,906 22,155

営業外費用   

支払利息 9,395 7,868

手形売却損 2,972 2,315

固定資産除却損 － 6,818

その他 8,667 3,889

営業外費用合計 21,036 20,890

経常利益 200,894 303,819

税金等調整前四半期純利益 200,894 303,819

法人税、住民税及び事業税 80,223 66,315

法人税等調整額 △7,663 22,848

法人税等合計 72,559 89,163

四半期純利益 128,334 214,655

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△621 32,999

親会社株主に帰属する四半期純利益 128,956 181,656
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 128,334 214,655

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 16,507 △6,105

退職給付に係る調整額 8,142 7,464

その他の包括利益合計 24,649 1,359

四半期包括利益 152,984 216,015

（内訳）   

非支配株主に係る四半期包括利益 △621 32,999

親会社株主に係る四半期包括利益 153,606 183,016
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 200,894 303,819

減価償却費 171,790 173,732

有形固定資産除売却損益（△は益） 3,564 2,748

貸倒引当金の増減額（△は減少） △872 △317

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,251 △6,924

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 7,436 6,720

賞与引当金の増減額（△は減少） 30,204 △40,325

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,900 △17,300

受取利息及び受取配当金 △4,570 △4,139

支払利息 9,395 7,868

売上債権の増減額（△は増加） 604,121 674,368

棚卸資産の増減額（△は増加） △344,130 △482,248

仕入債務の増減額（△は減少） △708,561 △730,779

その他 △70,599 △203,961

小計 △112,478 △316,738

利息及び配当金の受取額 4,129 3,715

利息の支払額 △9,350 △7,812

法人税等の支払額 △118,583 △148,959

営業活動によるキャッシュ・フロー △236,283 △469,794

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 72,000 67,000

有形固定資産の取得による支出 △148,519 △186,609

有形固定資産の売却による収入 281 49,590

投資有価証券の取得による支出 △21,538 △678

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
205,357 －

敷金及び保証金の差入による支出 △901 △514

その他 8,227 △3,421

投資活動によるキャッシュ・フロー 114,907 △74,633

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 200,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △317,888 △320,501

自己株式の取得による支出 △136 －

配当金の支払額 △60,828 △98,975

その他 △17,221 △9,535

財務活動によるキャッシュ・フロー △196,074 △229,011

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △317,450 △773,440

現金及び現金同等物の期首残高 1,224,978 1,591,783

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 907,528 ※ 818,343
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これ

により、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場

合には、代理人として純額で収益を認識しており、また、顧客仕様の製造請負により、当該製品が他に転用

できず履行義務が完了した部分の対価を収受する権利を有する取引については、一定の期間にわたり履行義

務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき、収益を一定の期間にわたり認識しており

ます。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお

ります。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期

首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理

を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は415,245千円減少し、売上原価は477,318千円減少し、販

売費及び一般管理費は27,321千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

34,751千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含め

て表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前

連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関す

る会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第

２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

　なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、

当該原価差異を流動資産（その他）として繰り延べております。

（四半期連結貸借対照表関係）

（受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高）

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

受取手形割引高 1,286,577千円 1,263,310千円

受取手形裏書譲渡高 15,660 －

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日
　　至 2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　　至 2021年９月30日）

運賃 374,980千円 301,694千円

給与手当 454,742 474,885

賞与引当金繰入額 67,023 70,860

役員株式給付引当金繰入額 7,436 7,389

退職給付費用 22,856 17,494

 

　２．売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

2021年４月１日　至2021年９月30日）

　当社グループでは、事業の性質上、主として下半期（第３四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計

期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四半期連結会計期間の売上高は、

他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 967,528千円 883,343千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △60,000 △65,000

現金及び現金同等物 907,528 818,343
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 60,828 60.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金1,800千円が含まれておりま

す。

２．2020年７月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりますが、上記１株当た

り配当額につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 98,975 20.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金3,000千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日 至2020年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

6,385,770 1,577,157 7,962,927 228,362 8,191,289 － 8,191,289

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 1,206 1,206 － 1,206 △1,206 －

計 6,385,770 1,578,363 7,964,133 228,362 8,192,495 △1,206 8,191,289

セグメント利益
又は損失（△）

397,336 174,789 572,125 △35,131 536,993 △333,969 203,023

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△333,969千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

5,555,514 1,064,650 6,620,164 327,283 6,947,448 － 6,947,448

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

71 1,069 1,141 － 1,141 △1,141 －

計 5,555,585 1,065,719 6,621,305 327,283 6,948,589 △1,141 6,947,448

セグメント利益
又は損失（△）

555,457 111,243 666,701 △17,789 648,911 △346,357 302,554

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△346,357千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

　３．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更してお

ります。これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の土木用セメント製品事業の売上

高は631,785千円減少し、建築用セメント製品事業の売上高及びセグメント利益はそれぞれ216,540千円及

び34,751千円増加しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

一時点で移転される財 5,555,514 208,200 5,763,714 327,283 6,090,998

一定の期間にわたり移転される財 － 856,449 856,449 － 856,449

顧客との契約から生じる収益 5,555,514 1,064,650 6,620,164 327,283 6,947,448

外部顧客への売上高 5,555,514 1,064,650 6,620,164 327,283 6,947,448

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26円22銭 37円84銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
128,956 181,656

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額（千円）
128,956 181,656

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,918 4,800

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する

自己株式に株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を含めております。なお、前第２四半期連結累

計期間及び当第２四半期連結累計期間における当該株式の期中平均株式数は、150,000株及び148,348

株であります。

３．当社は、2020年７月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ったため、１株当たり四

半期純利益金額につきましては、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定し

ております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2021年11月10日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

　　　　　　　福岡事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　　徹　　印
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 窪田　　真　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマッ

クスの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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